令和元年度 尾花沢市福祉ネットワーク(福祉隣組)づくり事業について
１．指定地区(集落)の種類

（１）福祉協力員の配置がされている地区

　　　具体的な支援の必要な要援護者とその支援をおこなう福祉協力員（集落内の福祉ボランティア）がいて活動している地区(集落)。

（２）啓発地区（福祉協力員の配置がされていない集落）

　　　福祉協力員の配置はいないが、要援護者を支援するための情報共有や地域のつながり、連帯感を醸成するための会合や研修、交流会を通した啓発活動が中心となる地区。

２．要援護者の基準（目安）
（１）日常生活を営むうえで、公的な福祉サービスだけでなく地域住民の支援が必要な世帯であることが要援護者の目安となります。

（２）所得があり、雪下ろしや軒下の除雪が業者にて十分対応可能な世帯や、親戚や子供が頻繁に来て、面倒を見てくれる世帯、元気で心配のない１人暮らし高齢者や老夫婦世帯は無理に名簿に載せる必要はありません。しかし、病弱等で心配な世帯であり、福祉協力員による見守りや安否確認の訪問などが必要であると判断される場合は要援護者名簿の提出が可能です。
（３）住所移転の手続きをしていない方でも現実に市内に居住している方は福祉ネットワーク事業の対象になることが想定されます。
（４）家族には民法上も扶養義務があり、互いに助けあうのが前提となることから、別居していても福祉協力員にはなれません。
３．福　祉　協　力　員

（１）福祉協力員（集落内ボランティア）のタイプと活動

　　　　Ａタイプ…普段の生活を通した見守りや安否確認、訪問。
　　　　Ｂタイプ…家事援助、玄関先の雪払い・除雪など（見守りや安否確認を含む）。
　　　　Ｃタイプ…雪下ろし、軒下の除雪など（見守りや安否確認を含む）。
（２）地域福祉協力員
要援護者を特定せず、集落単位での見守りや安否確認、福祉サービスの利用援助（除雪券の配布など）等の支援。民生委員活動の補助的な役割を果たす。民生委員不在の地区や、民生委員の担当地区が複数あり広範囲にわたる場合での活躍が想定されます。
　　　
４．申請方法について
・福祉協力員Ａ・Ｂ・Ｃタイプ

　　在宅要援護者名簿（様式１）を民生委員により区長と相談の上ご提出ください。
要援護者氏名・年齢・世帯人員、下欄へ地区（集落）名のご記入をお願いいたします。
「世帯の分類」と「現在利用している福祉サービス」の欄は、当てはまる項目を全て○で囲って下さい。
「この方を名簿に挙げた理由を具体的に記入して下さい」という欄は、名簿に挙がった方が現在何に困っているのか、あるいは民生委員から見て心配なことなどの詳細を把握するために設けた欄で記入例は以下となります。

・病弱な１人暮らし老人で子供は離れて暮らしているため、安否が心配である。
・虚弱な１人暮らし老人（あるいは老夫婦）で、冬季間の雪下ろし、除雪ができないので地域の方（福祉協力員）が支援する必要がある。
・障がい者世帯や母子、父子世帯であり自力で冬季間の雪下ろし、除雪ができないので福祉協力員が支援する必要がある。

「福祉協力員の氏名・電話番号等」の欄は、実際に具体的な支援活動をする方の氏名・電話番号と活動のタイプ（A・B・C）を記入して下さい（ご本人の了承が必要です）。近隣の方や面識のある方が適しており、民生委員や区長は福祉協力員ＡＢＣタイプを兼務することが可能です。
・地域福祉協力員
平成２８年度より必要に応じて地域の状況により、地域福祉協力員を配置することも可能となりました。地域福祉協力員申請書（様式２）を民生委員より区長と相談の上ご提出ください。
地域福祉協力員は地区（集落）単位での見守りや安否確認、福祉サービスの利用援助（除雪券の配布など）等を実施し、民生委員活動の補助的な役割を果たすとともに、活動上知り得た情報は必要に応じて関係機関と共有するものの、要援護者の支援以外を目的に使用せず、本人の同意なしに第三者へ漏洩することはありません。したがって地域福祉協力員本人の自署による署名・捺印が必要となります。

原則１つの地区（集落）で１人の配置が想定されますが、不足な場合はその限りではありません。民生委員や区長は地域福祉協力員を兼務することができません。しかし、適当な人材がいない場合は福祉協力員Ａ・Ｂ・Ｃタイプが地域福祉協力員として兼務することが可能です。
また、地域福祉協力員に対して社会福祉協議会長より委嘱状が交付されます。
※要援護者と福祉協力員Ａ･Ｂ･Ｃタイプを記載した在宅要援護者名簿と、地域福祉協力員申請書のいずれも要援護者を支援する目的として、福祉課や地域包括支援センター、担当ケアマネジャーなどの関係機関や区長、民生委員間で情報を共有する場合があります。
５．活動費の支給基準について

　　令和元年度の福祉ネットワーク（福祉隣組）活動費は、別紙支給基準を元に支給する予定ですが、申請状況により変動する場合があります。
６．老人クラブの方々の役割

　　老人クラブの定例会や各種行事をとおした見守り、安否確認が役割として想定されます。それら会合などの話の中で安否が心配な方がいれば、民生委員や区長へ連絡することなども十分想定されます。
活　動　費　の　支　給　基　準（令和元年度）

	　令和元年度の福祉ネットワーク（福祉隣組）活動費は、下記基準にて支給する予定ですが申請状況により変動する場合があります。

【活動費の算定基準】

１．地区世帯数割の活動費

１００世帯以内

１０１世帯から２００世帯

２０１世帯以上

４，０００円

５，０００円

６，０００円

２．福祉協力員活動タイプ割

協力員Ａ
協力員Ｂ

１人
協力員Ｂ

複数
協力員Ｃ

１人
協力員Ｃ

複数
地域福祉

協力員
0円
8,000円
10,000円
※① 上限あり
15,000円
20,000円
※② 上限あり
15,000円
※①協力員Ｂ複数で同じグループが複数の要援護世帯を支援する場合、1つの地区(集落)に対し上限を30,000円とする。

※②協力員Ｃ複数で同じグループが複数の要援護世帯を支援する場合、1つの地区(集落)に対し上限を60,000円とする。
【活動費の使途】

地区世帯数割の活動費

集落内の会合、研修会、交流会などの経費
協力員Ａタイプ
見守り、安否確認・訪問
協力員Ｂタイプ
家事援助、玄関先の雪払い・除雪など（燃料代を含む）に必要な経費
協力員Ｃタイプ
雪下ろし、軒下の除雪など（燃料代を含む）に必要な経費
地域福祉協力員
見守りや訪問、福祉サービスの利用援助（除雪券の配布など）等、民生委員活動の補助的な業務に必要な経費
【活動費の支給額】

　１．福祉協力員の配置がある地区　①地区世帯数割＋②福祉協力員活動タイプ割

　２．啓発地区　　　　　　　　　　①地区世帯数割のみ


